
2.1.13	地域熱供給（地域冷暖房）

（1）研究開発領域の定義
この研究開発領域には、二つの側面がある。一つは低炭素型熱供給システムとしての側面である。世界が

脱炭素社会を目指す中で、都市における民生（業務・家庭）部門のエネルギー消費の大きな部分を占める「冷
温熱」すなわち熱力学的に低レベルの環境温度に近い温度（100℃以下）の、冷暖房給湯に供する熱エネル
ギーをいかに温室効果ガス排出の少ない形で供給するかが課題である。
もう一つは、スマートコミュニティの一要素としての側面である。エネルギー供給側で変動性の再生可能エ

ネルギーの普及が進み、建物や住宅ではZEB（Zero Energy Building、ゼロエネルギービル）、ZEH（ゼ
ロエネルギーハウス）が普及している。その中で、コージェネレーション、蓄熱等の技術を駆使して、エネル
ギー供給側からのデマンドレスポンスの要求、需要家側の不安定なエネルギー需要変動への対応など両者の
調整を担う装置としての役割を担う。スマートコミュニティ推進の背景として、災害による停電時に自営送配
電線により需要家に電気も供給する熱供給から熱電一体供給への移行のニーズもある。

（2）キーワード
未利用エネルギー、スマートコミュニティ、ヒートポンプ、再生可能熱、BCP、デマンドレスポンス、コージェ

ネレーション、最適制御

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

我が国の東京をはじめとした大都市において、都市開発が更に進展する中で、その冷暖房熱源システム
を如何に脱炭素化していくかは喫緊の課題である。更に、災害が頻発する我が国の都市において、広域エ
ネルギーシステムからの供給が絶たれた際に如何にエネルギー供給を継続するかというBCP（Business 
Continuity Plan、業務継続計画）においてもコージェネレーションシステム等を有する地域熱供給システム
は重要な役割を果たす。
IEAが2019年に発表したThe Future of Cooling1）によれば、世界の業務施設における冷房容量は

2016年の5,500 GWからアメリカ、中国、EU、インドなどを中心に2050年には14,000 GWへと約2.5倍
の増加となる。高効率冷凍機や排熱利用冷凍機の技術は従来日本が世界をリードしてきた。拡大するマー
ケットに対して今後も日本の技術が貢献していくためには冷温熱源システム技術をはじめ関連技術の更なる開
発が重要である。そのためには地域冷暖房システムをテストベッドとした実証実験が重要である。

［研究開発の動向］
	● 熱搬送技術
地域冷暖房のコスト的、エネルギー的デメリットとしてエネルギーセンターから各需要家への熱搬送導管

の敷設費と搬送のための動力がある。特に冷水送水に関しては供給温度差が数℃程度しか取れないため配管
系・動力共に大きくなることが高い障壁である。そのため、以前は氷水の送水2）や配管抵抗を低減させる界
面活性剤の冷水への付加3）などが研究されていた。現在では流量制御による省エネルギー化の研究が進んで
いる4）。
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	● ヒートポンプ・冷凍機技術
ヒートポンプ技術は地域冷暖房だけでなく、後述する第4世代以降の地域暖房においても重要な技術である。

日本では近年多様な技術開発が進んでいる。インバーターターボ冷凍機5）、三重効用吸収式冷凍機など高効
率機器の技術開発が進んでいる。地域冷暖房プラントにおける複数種類の冷凍機を負荷や気象条件に応じて
最適に運用するための技術6）、機械学習を用いて運転中の不具合を検知する研究7）等も進んでいる。

	● 未利用エネルギー活用技術
未利用エネルギー活用技術としては、近年下水熱の利用技術として、都市内にある下水管から生下水の持

つ熱を直接採熱する技術開発がおこなわれている。また、ヒートポンプ熱源としてもっとも温度条件の良い熱
源は年間を通じて温度がほぼ一定となる地下水であるが、これまで多くの都市圏では地盤沈下対策により地
下水の取水が禁止されていた。最近、熱交換後の地下水を涵養することで取水を可能にするための実証実験
が大阪市において行われた8）。また低温の未利用エネルギー利用には熱源水ネットワークがある。これは、建
物の熱源設備を熱供給プラントに集約せず、建物個々の熱源設備の採熱源や放熱先として低温未利用エネル
ギーを供給し、建物の個々の熱源設備の高効率化を図るものである。例えば、データセンターの冷房排熱を
冬季に隣接する建物のターボ冷凍機の冷却水やヒートポンプの熱源水として利用する事例がある9）。

	● 建物側を含めたスマート化
地域冷暖房システムは本来、建物側の空調機と一体となって制御されることで最適な運用となるが、従来

は建物受け入れ端での温度や圧力が規定されておりこのような最適化ができていなかった。近年では建物に
熱を供給するだけにとどまらず、IoT技術の応用により、建物で受け入れた熱を建物内の各室に供給する設
備まで同時に制御することで全体の最適化を図るシステムも登場している10）。

	● コージェネレーション技術
地域冷暖房システムにおけるコージェネレーションシステムは従来、都市ガスや石油を燃料としたタービン

やエンジンのシステムが基本であった。今後、水素社会の到来やより高効率なコージェネレーションシステム
の追求のため、大型燃料電池システムの開発が行われている。例えば、九州大学においては250 kW級の
SOFC（固体酸化物型燃料電池）の実証実験が実施されている。

	● 再生可能熱の利用
ヨーロッパの地域暖房では、熱源としてバイオマス焼却熱や太陽熱を用いることがよく行われている。例え

ば、デンマークでは太陽熱活用型地域暖房（SDH：Solar District Heating）の普及が進められており、大
規模な太陽熱収集パネルと季節間蓄熱槽との組み合わせで年間熱需要の40%程度を賄っている11）, 12）。また、
最近普及が始まった北欧の地域冷房では、日本の地域冷暖房のような冷凍機システムを使用せず、低温の海
水、河川水や湖水等との直接熱交換（フリークーリング）により冷熱を得ている事例もある13）。

	● エネルギーシステムの最適運転支援技術
建物の個々の中央熱源システムに対する地域熱供給の優位性の一つに運転管理技術がある。今後、エネル

ギー自由化の中で電気式、ガス式のベストミックスを目指すことによる複合熱源システムが増えることと、熱
電一体供給が増えることなどから、複数の需要家の熱負荷のみならず電力負荷も予測される。それに対して、
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コージェネレーションシステムや熱源システムの最適運転計画を提示、制御する必要があり、自動化アルゴリ
ズムやAI等の活用を目指した最適運転支援技術の研究14）が進められている。

（4）注目動向
	● ヨーロッパの第4世代、第5世代地域暖房
一年のうち暖房期間の長いヨーロッパ、北米、中国、ロシア、韓国などの寒冷地では、100℃程度

の温水のみを供給する地域暖房システムが古くより発達しており、日本の地域冷暖房とは区別して論
じられるべきものである。ヨーロッパではその発展過程を3つの世代に分類している13）, 15）。第1世
代の地域暖房は、ニューヨークで1880年代に開始され、主として石炭を熱源として蒸気を供給して
いた。ニューヨークのマンハッタンやパリではこのシステムが現在でも使用されている。第2世代の
地域暖房は1920年代に始められ、高温水を媒体とし、石炭や石油ボイラーの他、熱電併給プラント
による排熱が用いられた。1970年代にデンマーク、スウェーデン、フィンランドで始まった第3世代
熱供給では、省エネルギーを主眼に配管のプレハブ化による熱損失の低減とサブステーションの設置によって、
より低温の温水供給が行われ、廃棄物焼却熱・バイオマスや熱電併給プラントの排熱が用いられることで、
より低炭素な熱供給を実現している。
これらに続いて始まった第4世代の地域暖房では、より熱の脱炭素化を目指し、さらなる再生可能熱源の

導入のため、第3世代より更に低く、フレキシブルな供給温度と、省エネルギーが進み熱負荷密度の小さくなっ
た建物に対する供給が特徴である。デンマークには第4世代地域暖房（4DH）を冠した研究センターが設立
されている。16）

第5世代地域冷暖房（5GDHC）は従来と大きく様相の異なるシステムである。分散配置されたサブステー
ションに0℃から30℃の熱源水を送り、水熱源ヒートポンプで温水および冷水を建物に供給する。これは
smart thermal grids concept、すなわち地域冷暖房システムの電化によりsmart energy systemにおける
電力システムと熱システムを統合しようとするコンセプトに基づいたものである17）。この場合、給湯用途には
温度が低くなるため、給湯システムが建物毎の個別システムに切り替えられる。送水温度が数十℃となるため、
配管内でのレジオネラ菌の発生対策についても研究が進められている。例えば、デンマークでは、住戸に設
置された瞬間湯沸かし器へは45℃温水が供給されるが、ドイツの規制DVGW W55に基づいた設計で熱交換
器と温水システムへの滞留量を少量に抑える制御や、住戸側で電気ヒータを設置し60℃に昇温するなどの対
策がなされている11）, 12）。

	● デマンドレスポンス
地域冷暖房システムは、容量の大きな蓄熱槽や大型のコージェネレーション発電機、多数の電動冷凍機と

吸収冷凍機の組み合わせにより、電力需要を自在に変化させるポテンシャルを有している18）。今後のスマート
グリッドの構築において、ピーク電力の抑制や再生可能エネルギー電源の変動など、広域電力システムの要
求に応じて電力負荷を増減させるデマンドレスポンスが容易かつ大規模に行いうるという点は地域冷暖房の重
要な特性と言える。
電力供給システムへの負荷平準化という意味では、上記のような地域冷暖房システムはすでに大きな貢献

がある。また海外の事例を見ると、シンガポールでは冷房負荷が年間を通じて発生するが、電力市場の自由
化が進み30分毎に電力価格が変動する。そのため、地域冷房プラントにおいて大規模な氷蓄熱システムを有
し、電力価格に応じて蓄熱量を調整することで安価な冷熱製造を目指している事例もある19）。また北欧では、
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大規模な熱電併給（コージェネレーション）プラントに大型の蓄熱槽を併設し、北欧の電力市場の動向に合
わせて発電し、排熱発生と熱需要の時間差を蓄熱槽で調整している事例もある。さらには、電力市場におい
て風力発電の出力が大きくなり電力単価が安い時間帯では電気ボイラーやヒートポンプで熱を製造し蓄熱槽
に溜めて用いられている20）。

	● 業務用・産業用燃料電池
排熱を温水の生成に利用する一般家庭用のコージェネレーションシステムに比べ、業務用・産業用燃料電

池は高い発電効率が要求される。そのため熱需要が多い病院やホテルに加え、熱需要の少ないデータセン
ターやスーパーコンピュータの電源としても期待されている。使用される燃料電池は主にりん酸形燃料電池や
固体酸化物型燃料電池で、すでに2017年に業務用5 kW級SOFCおよび業務用250 kW級SOFCハイブリッ
ドシステムの市場導入を開始している。

	● BCP
我が国において、大型コージェネレーション発電機を備えた地域冷暖房は、災害時などの都市の電力供給

確保にも大きな役割を果たしうると考えられている。東日本大震災後の電力需給逼迫時、特定電気事業者と
して街区へ電力供給していた六本木エネルギーサービスは供給区域内のみならず外部へも電力供給を続けて
注目を浴びた。最近では東京都日本橋地区においてコージェネレーションシステムによる特定送配電事業およ
び地域冷暖房事業が開始され、災害時の高いエネルギー安定供給能力により地域のBCPに多大な貢献を行っ
ている。

	● 熱供給プラントの水害対応
近年、地震による津波のみならず、気候変動の影響と考えられる集中豪雨等による水害への対応が都市の

レジリエンスにおいて重要になっている。そのため、最近建設される熱供給プラントでは水害対応も行われて
おり、地下のプラントを守るために壺型潜水艦構造としたり、プラントを地上4階などの上階に造ったりする
事例が出てきている。

	● 熱負荷の減少と地域冷暖房（DHC）の優位性に関する議論
今後ZEBをはじめとする低エネルギー建築が普及すると、冷暖房熱需要も小さくなり、地域の熱負荷密度

が下がって地域冷暖房システムの省エネルギー性21）や経済性22）が低下することが懸念され、それが前述の
第4世代、第5世代の地域熱供給システム開発への契機となっている。

	● 段階的開発に併せた熱供給プラントのスパイラルアップ整備
我が国の地域熱供給は大規模な面的開発地区を中心に普及してきた。しかし、近年は拠点開発（建物単体、

街区）がほとんどである。そのため、地域熱供給の普及において拠点開発に適応する整備が進んでいる。既
存の地域熱供給内や隣接街区における段階的な拠点開発ではサブプラントが設置され、既存の熱供給プラン
トと連携し、既存地区内全体の高効率化を図るスパイラルアップが行われている23）。また、拠点開発街区の
新しい熱供給のみならず隣接する街区の既築ビルにも熱供給することで、地域全体の高効率化を図る事例も
出てきている。
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（5）科学技術的課題
	● 新しい空調方式と組み合わせた地域冷暖房方式の検討
東京都の京橋1・2丁目地域冷暖房地区では、放射空調方式を採用した清水建設本社ビルに対して、同方

式の冷水要求温度の高いことを利用している。通常の5〜7℃の冷水送水でなく、地域冷房の需要家から戻っ
てくる15℃の冷水送水する冷水のカスケード利用、地域冷房プラントに戻る冷水の温度が高くなることによる
冷凍機の大温度差・高効率運転を実現し、システムとしての最適化を果たしている24）。

	● 熱供給のサブスクリプションサービス
スウェーデンのイエテボリエネルギー公社ではエネルギーサービスの一環としてClimate Agreement（気

候契約）を展開している。その大きな特徴は、地域暖房の供給を受ける建物側での空調運用管理などのサー
ビスの契約にも生かされている。年間を通じて一定の熱環境（たとえば室温20℃以上など） の保証を条件と
して、床面積あたり一定のサービス料金を受け取る長期契約を結んでいる。すなわち、実際にその建物がど
れだけの熱量を消費したかにかかわらず、一定の料金となるシステムで、省エネになればなるほどエネルギー
供給側であるイエテボリエネルギー公社が利益を得るシステムとなっている点に特徴がある25）。

	● 脱炭素燃料熱源装置の技術開発
現在、地域熱供給では、まずは低炭素化を目指した技術開発や整備が行われている。しかし、今後中長期

的に脱炭素化を目指す場合には、熱源プラントの高効率化技術のみならず、使用エネルギーを再生可能エネ
ルギーに転換する必要がある。そのためには、系統電力における再生可能エネルギー電源の普及に加え、熱
源プラント自身で、木質バイオマス、バイオガス、グリーン水素などに対応できる熱源システムやコージェネ
レーションシステムの開発が必要となる。
水素の事例では、NEDOの事業の実証試験において、神戸市の市街地において水素燃料100%のガスター

ビン発電（1700 kW）による熱電供給を世界で初めて成功している26）。今後、太陽光発電や風力発電の電
気から製造されるグリーン水素やメタネーションとともに、それの利用先技術として地域熱供給は重要になる。
バイオガスの事例では、ドイツにおけるバイオガスCHP（Combined Heat and Power 、熱電供給システ

ム）による熱供給がある12）。これはバイオ天然ガスネットワークによるものであり、バイオ天然ガスは天然ガ
スに、有機材料（家畜の糞尿、食品残渣等）の発酵処理から得られるバイオガスを10%程度混合したもの
である。

	● 熱供給地区の広域連携技術
我が国の地域熱供給は地区ごとに熱源プラントを持ち、熱を製造して熱導管で需要家へ熱を供給する形態

である。北欧（デンマーク）の大都市の熱供給システムは、生産、輸送、配給の3層構造からなり、生産で
は発電所（CHP）、清掃工場、企業の工場（セメント工場等）からの排熱が収集され、輸送では全長160 
kmに及ぶ広域熱供給網を形成され、そして各熱供給事業者がそれらを配給する広域ネットワーク形態であ
る11）, 12）。我が国ではこの規模の整備は困難と考えられるが、大都市、特に東京都心部では隣接する熱供給
事業地区が数多く整備されており、複数の熱供給事業が広域連携することのメリットを持つネットワーク整備
技術が求められる。
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	● 冗長性を持つエネルギーシステム
地域熱供給は、複数の建物の熱需要に対応するシステムだが、開発地区内では、建物が段階的に竣工する

場合もある。したがって、建物個別熱源システムに比べ、計画段階の負荷想定が難しい。実運用段階時に計
画負荷（量、パターン、冷温熱比、熱電比等）と想定と異なったり、運用後の変動を受けたりしやすい。そ
のため、負荷の変化に対応できる冗長性のあるエネルギーシステムの構築や運転技術が重要である。

（6）その他の課題
日本での地域冷暖房は1970年に千里中央で開始し、2020年に50周年を迎えた。今後、（3）で述べた

ように世界において冷房需要が伸びる中、日本が得意としてきた高効率冷凍機技術をはじめとする関連技術
への期待は高い。一方、国内でのパッケージエアコンのシェアの増大や都市開発スピードの低下、更には東
京都など一部を除けば行政による権限が弱いこと等から、現在日本国内で新規の地域冷暖房システムの設置
はほとんど進んでいない。それに従って、地域冷暖房システムにおいて最先端の関連技術の実証がほとんどで
きなくなってしまっている。このことは関係する製造業のみならず、大学など研究機関での研究開発も停滞す
る原因となっている。
前述したように、新規の設置が少ない原因の一つに、我が国の地域熱供給は首都圏や地方大都市がほとん

どで、人口規模10〜30万人の地方都市における地域熱供給が少ないことがある。今後、地方都市において
まちづくりと一体になって設置できる地点熱供給システムの整備方法、事業主体の構成方法やシステム技術の
開発が求められる。その際、我が国では欧州に比べて需要家として圧倒的に少ない住宅まで、取り込めるシ
ステムの技術開発も重要となる。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本
基礎研究 △ ↘ （6）で述べたように基礎研究人材が薄く、研究が活発とは言えない。世

界の地域冷暖房の研究レビューである文献10）に日本の論文は無い。

応用・開発研究 ○ → 冷熱技術など一部海外でも高い評価を受けている技術を有している。

米国 応用・開発研究 ○ - セントポール市におけるバイオマス利用地域暖房など、ヨーロッパと変わ
らない開発も見られる。

デンマーク

基礎研究 ◎ ↗ 第4世代地域熱供給の研究センター4DH Research Centreを有する。

応用・開発研究 ◎ ↗ 第4世代・第5世代地域熱供給に関する多くの研究開発が進んでいる。
また、太陽熱活用型地域暖房（SDH）の普及が進められている。

フランス

基礎研究 ○ → 政府が環境・国土整備等に関する研究開発のため設置した公設法人
CEREMAが熱供給に関する研究を実施。

応用・開発研究 ○ →

国内に600カ所の地域熱供給システムを有し、最大が配管延長460 km
のパリ。フランス政府は2009〜2013年の間に11.2億ユーロの基金を
設け、これらの拠点に対し大規模に助成した結果、二次エネルギー供給
の7%に達している。2030年までに当初の5倍まで伸ばす方針。電力は
原子力が主体のため再生可能エネルギーの拡大余地が小さく、再生可能
エネルギー活用拡大の手段としてバイオマス・地熱などを利用した地域
暖房システムの拡大が図られている。
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中国 応用・開発研究 △ → 文献13）によれば世界第2位の地域熱供給規模を有する。国の北部での
化石燃料による地域暖房が主体。

韓国 応用・開発研究 ○ → コージェネレーションや清掃工場排熱を活用した地域暖房の普及が見ら
れる。

ロシア 応用・開発研究 △ → 文献13）によれば世界で最大の地域熱供給規模を有する。

オースト
ラリア 応用・開発研究 ○ →

シドニーではEnergy Master Plan2010-2030として、2030 年までに
CO2 排出量を2006年比70%削減するため市内の電力供給の70%をト
リジェネレーション（冷暖房発電でトリジェネレーションと呼ぶ、日本の
コージェネレーションと同じ）、30%を再生可能エネルギーで供給する目
標を実行中ギーで賄う計画である。これは、オーストラリア政府のエネル
ギー政策に則ったもので、オーストラリアではこれらの政策は、連邦政府
から州政府、市当局へと引き継がれ、地方行政が積極的に推進している。
市の具体的な計画の実施段階では、連邦政府や州政府がプロジェクトを
支援している。

シンガ
ポール 応用・開発研究 ○ → 世界最大規模の地域冷房ネットワークを有している。

（註１）フェーズ

基礎研究：大学 ･ 国研などでの基礎研究の範囲

応用研究 ･ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註２）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価

◎：特に顕著な活動 ･ 成果が見えている	 〇：顕著な活動 ･ 成果が見えている

△：顕著な活動 ･ 成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動 ･ 成果が見えていない

（註３）トレンド　※ここ１～２年の研究開発水準の変化　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

関連する他の研究開発領域

・電気エネルギー利用（エネルギーマネジメントシステム）（環境・エネ分野　2.1.8）
・電気エネルギー利用（電力貯蔵）（環境・エネ分野　2.1.9）
・熱エネルギー利用（産業熱利用）（環境・エネ分野　2.1.10）
・熱エネルギー利用（民生熱利用）（環境・エネ分野　2.1.11）
・水循環（水資源・水防災）（環境・エネ分野　2.2.3）
・水利用・水処理（環境・エネ分野　2.2.4）
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